
令和元年度における森林環境譲与税の使途について 【鹿児島県】
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森林経営管理推進サ
ポート事業

16,989 16,989 0

市町村が主導する森林経営管
理制度に関して，市町村への
技術的な助言等を行う「森林
経営管理市町村サポートセン
ター」の開設･運営を県森連
に委託して実施

43

・県内43市町村に対して延べ139回の個別
訪問や打合せ等を行い，制度の普及や市
町村の実務の支援を行うとともに，森林
経営市町村サポートセンターＨＰを開設
して各種情報提供に努めた。

森林経営管理モデル
事業

6,060 6,060 0

森林経営管理制度に係る一連
の実務の実施及び手順や課題
解決法をまとめた業務マニュ
アルの作成を県森連に委託し
て実施

2

・２地区(鹿児島市･鹿屋市)のモデル地区
において森林経営管理制度の一連の実務
を実施
・モデル地区での成果等を反映した業務
マニュアルを作成し，43市町村に配布

森林経営管理支援シ
ステム開発事業

10,854 10,854 0

森林経営管理制度の運用に必
要な情報を一元化し，市町村
の実務を効率化するシステム
開発を民間業者に委託して実
施

・意向調査,集積･配分計画作成に必要な
３つの既存システム(森林ＧＩＳ,林地台
帳,森林経営計画)をリンクさせ，43市町
村と県が共通で使えるシステムを開発･配
布した。

森林資源循環利用Ｃ
Ｏ２認証促進事業

2,905 2,905 0

森林資源の循環利用によって
吸収･固定･削減されたCO2量
を県が認証することにより，
地球温暖化防止対策の取組を
推進する。また，市町村と連
携してマイレージ化すること
で，更なる低炭素社会の実現
に向けた取組を推進する。

以下の認証実績を得るとともに，５市町
と連携して環境価値(マイレージ)を付与
し，更なる地球温暖化防止対策及び低炭
素社会の実現に向けた取組を推進した。
・吸収量 　159t-CO2(４件)

・固定量 1,168t-CO2(80件)

・削減量 3,206t-CO2(10件)

苗木生産拡大推進事
業

17,193 17,193 0

造林用優良苗木の安定的な生
産･供給を目的に，新規苗木
生産者の育成を図るととも
に，生産施設等の整備や穂木
の確保を支援

7 7

・指導員による技術指導 11回(137人)
・苗木生産実践講座 11回(95人)
・穂木採取支援 ５事業体(者)
・生産施設整備 ５事業体(者）

林業担い手確保･育成
総合対策事業

11,553 11,553 0

就業相談や雇用情報の提供，
新規就業に必要な知識･技術
の研修及び各種技能講習等を
民間団体に委託して実施

880 23 325

・新規就業者確保を目的に17校の大学と
高校を訪問
・Webサイト「鹿児島きこり塾NET」を開
設

林地台帳整備事業 17,399 17,399 0

意向調査等に不可欠な林地台
帳の精度を向上させるため，
地籍調査等を反映させる基礎
データの整備を民間業者に委
託して実施

・10地域(旧市町村単位)の地籍入替が完
了

市町村森林管理技術
者等養成事業

2,774 2,774 0

制度の円滑な推進を図る目的
で，市町村職員等を対象にし
た森林管理に必要な知識や技
術の研修を実施

7 241 20

・20市町村の職員など延べ226人(事業体
や県を含む)に対し，林業に関する実務的
な知識･技術を習得させるための研修を計
6回実施した。
・県の若手林業技術職員等15人に対して
市町村に対する指導力向上の研修を実施
した。

不採算人工林におけ
る森林再生支援事業

1,110 1,110 0

林業経営に適さない森林の類
型化，それぞれの目標林型へ
の誘導手法を提案するための
調査･研究を実施

・斜面下部から谷部を重点的に計34箇所
の森林調査の結果，３つの植生型に分類
できた。今後の調査を踏まえて，目標林
型への誘導手法を提案する。

森林環境譲与税基金
造成事業

1,485 1,485 0 1,485
譲与額から事業充当額を差し
引いた残額を基金に積立

残額は次年度事業へ充当する。

合　計 88,322 88,322 0 1,485

【ワンフレーズ】
　森林環境譲与税の活用などにより，26市
町(29地区)の意向調査について支援した結
果，計130haの経営委託希望を得た。今後
は，早期に経営管理権集積計画を作成する
とともに，林業経営者への再委託を進めて
いく。
　また，同税の趣旨に則り，市町村の森林
整備施策を支援するため，県が広域で実施
すべき事業の導入，システム開発などを重
点的に実施した。

【詳細】
　本県市町村の林務関係正規職員130名のう
ち，林業専門職は５名(２市１町)と僅少で
あり，また，総数の75％が経験年数３年以
下と，慢性的なマンパワー不足の状況にあ
る。
　このため，新たに地域振興局に職員を配
置するとともに，同税を活用して県森林組
合連合会に「森林経営市町村サポートセン
ター」を設置し，市町村の取組に対する指
導･助言等の支援策を講じて，制度の普及と
意向調査等の指導を実施した
　このほか，制度のモデル的な実施を通じ
たマニュアル作成及び配布，森林GISなど個
別運用している各種システムの統合化と配
布，林地台帳の精度向上，苗木生産に係る
人材確保･生産施設整備支援等，森林吸収源
対策の推進に向けた取組，担い手育成･確保
に係る技術研修及び広報，市町村森林管理
技術等の養成研修，林業経営に適さない森
林の誘導手法に関する調査等を実施し，市
町村に対する広域かつ総合的な支援策を講
じた。
　これらの事業について，継続実施が必要
なものについては，同税の充当を継続し，
さらなる成果を得ることとしている。

税導入の効果

(A)+(B)

(A)うち令和
元年度の森林
環境譲与税
（千円）

(B)うち他
の財源

（千円）

市町村等を対象にした
研修会・講習会 アドバイ

ザー等が支
援を行った
市町村数

事業体等への助成
担い手を対象にした研
修・講習、求人イベン

ト等
森林情報高度化・
マニュアル等作成

その他の実績値
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